
 

 

福島市あぶくまクリーンセンター 

焼却工場再整備事業 

 

運営業務委託契約書（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年●月●日 

福島市



 

 

福島市あぶくまクリーンセンター焼却工場再整備事業  

運営業務委託契約書 

 

１ 事 業 名    福島市あぶくまクリーンセンター焼却工場再整備事業 

 

２ 工事場所    福島市渡利字梅ノ木畑地内他 

 

３ 契約期間    運営業務委託契約の本契約成立日～令和３０年３月３１日 

 

４ 運営業務委託費 金〇〇円 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の金額〇〇円） 

 

５ 契約保証金   添付契約条項第４条に規定するとおり 

 

福島市あぶくまクリーンセンター焼却工場再整備事業（以下「本事業」という。）に関

して、発注者が受注者その他の者との間で締結した令和〇年〇月〇日付け福島市あぶくま

クリーンセンター焼却工場再整備事業 基本契約書（以下「基本契約」という。）第９条第

２項の規定に従い、発注者と受注者は、各々対等な立場における合意に基づいて、添付の

契約条項によって、本事業の事業契約の一部として公正な運営業務委託契約（以下「本運

営業務委託契約」という。）を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

 

この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保

有する。 

 

令和〇年〇月〇日 

 

発注者    

            福島県福島市五老内町３番１号 

            福島市長  木幡  浩 

 

受注者   ［住 所］ 

［名 称］ 

［代表者］ 

 

 

 

収  入 

 

 

印  紙 



1 

 

第１章 総則 

 

 

（総則） 

第１条 発注者及び受注者は、本事業に関して、本運営業務委託契約に基づき、第３項に

規定する書類及び図面に従い、日本国の法令を遵守し、本運営業務委託契約を履行しな

ければならない。 

２ 本運営業務委託契約において用いる用語の定義は、本運営業務委託契約の各条項で特

別に定める場合を除き、別紙１に定めるとおりとする。なお、本運営業務委託契約で定

義されていない用語で、募集要項等で使用されている用語は、本運営業務委託契約にお

いても募集要項等における意味と同様の意味を有するものとする。 

３ 本運営業務委託契約を構成する書類及び図面は、次の各号に掲げるとおりとし（以下、

次の各号のうち本運営業務委託契約以外を「要求水準書等」という。）、基本契約及び次

の各号に掲げる書類の間に矛盾又は齟齬がある場合の優先順位は、基本契約、その後に

次の各号に列挙された順序に従うものとする。ただし、事業提案書の記載内容のうち、

要求水準書の定める基準、水準等を超える部分は、事業提案書が要求水準書に優先する

ものとする。 

（１） 本運営業務委託契約 

（２） 募集要項等に係る質問回答書 

（３） 要求水準書 

（４） 募集要項 

（５） 事業提案書 

４ 受注者は、運営・維持管理業務を本運営業務委託契約記載の契約期間内に行うものと

し、発注者は運営業務委託費を支払うものとする。 

５ 受注者は、本運営業務委託契約又は要求水準書等に特別の定めがある場合を除き、運

営・維持管理業務を完了するために必要な一切の手段をその責任により定めるものとす

る。 

６ 本運営業務委託契約に定める指示、催告、請求、通知、報告、申出、承諾、質問、回

答、確認及び解除（以下「指示等」という。）は、書面により行わなければならない。

ただし、緊急やむを得ない事情がある場合には、発注者及び受注者は、指示等を口頭で

行うことができる。この場合において、発注者及び受注者は、すでに行った指示等を書

面に記載し７日以内にこれを相手方に交付するものとする。 

７ 本運営業務委託契約の履行に関して発注者と受注者の間で用いる言語は、日本語とす

る。 

８ 本運営業務委託契約に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。 

９ 本運営業務委託契約の履行に関して発注者と受注者の間で用いる計量単位は、要求水

準書に特別の定めがある場合を除き、計量法（平成４年法律第５１号）に定めるものと

する。 

１０ 本運営業務委託契約及び要求水準書等における期間の定めについては、本運営業務

委託契約又は要求水準書に特別の定めがある場合を除き、民法（明治２９年法律第８９
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号）及び商法（明治３２年法律第４８号）の定めるところによるものとする。 

１１ 本運営業務委託契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

１２ 本運営業務委託契約に係る訴訟については、発注者の事務所の所在地を管轄区域と

する裁判所をもって合意による第１審の専属的管轄裁判所とする。 

１３ 受注者は、募集要項等に記載された情報及びデータのほか、本運営業務委託契約締

結時に利用しうる全ての情報及びデータを十分に検討した上で、本運営業務委託契約を

締結したことをここに確認する。受注者は、かかる情報及びデータの未入手があったと

きにおいても、当該未入手を理由として、本業務の困難性又はコストを適切に見積るこ

とができなかった旨を主張することはできない。ただし、受注者の当該情報及びデータ

の未入手が、募集要項等の誤記等発注者の責めに帰すべき事由に基づく場合は、この限

りでない。 

 

（契約期間） 

第２条 本運営業務委託契約の契約期間は、本運営業務委託契約の締結日（本契約として

の成立日をいう。以下同じ。）から令和３０年３月３１日までとする。 

２ 契約期間のうち、本運営業務委託契約の締結日から令和１０年３月３１日までの期間

を本施設の運営準備を行う業務準備期間とする。 

３ 契約期間のうち、令和１０年４月１日から令和３０年３月３１日までの期間を本施設

の運営を行う業務期間とする。 

 

（関連法令の遵守） 

第３条 受注者は、運営・維持管理業務の実施にあたり、廃棄物の処理及び清掃に関する

法律（昭和４５年法律第１３７号）及び労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）を

含む関連法令等を遵守しなければならない。受注者が関係法令又は関係規制等を遵守し

なかったことは、受注者による本運営業務委託契約の債務不履行を構成するものとする。 

 

（契約の保証） 

第４条 受注者は、本運営業務委託契約の締結と同時に、次の各号のいずれかに掲げる保

証を付さなければならない。なお、第５号の場合においては、履行保証保険契約の締結

後、直ちにその保険証書を発注者に寄託しなければならない。 

（１） 契約保証金の納付 

（２） 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供 

（３） 本運営業務委託契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行、

発注者が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関す

る法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。

以下同じ。）の保証 

（４） 本運営業務委託契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証 

（５） 本運営業務委託契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保

険契約の締結 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第５項において「保証の
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額」という。）は、各年度の運営業務委託費の１００分の１０以上としなければならな

い。 

３ 受注者が第１項第３号から第５号までのいずれかに掲げる保証を付す場合は、当該保

証は第６７条第１項第３号イからハに規定する者による契約の解除の場合についても保

証するものでなければならない。 

４ 第１項の規定により、受注者が同項第２号又は第３号に掲げる保証を付したときは、

当該保証は契約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第４号又は第

５号に掲げる保証を付したときは、契約保証金の納付を免除する。なお、同項第３号、

第４号に掲げる保証及び同項第５号に掲げる保険は、単年度又は複数年度のものによる

契約期間中の更新も認めるものとする。 

５ 運営業務委託費の変更があった場合には、保証の額が変更後の金額に達するまで、発

注者は保証の額の増額を請求することができ、受注者は保証の額の減額を請求すること

ができる。 

 

（再委託の禁止） 

第５条 受注者は、運営・維持管理業務の実施を第三者に委託し、又は請け負わせてはな

らない。 

２ 前項の規定にかかわらず、受注者は、発注者の事前の承認を得た場合については、法

令の範囲内で運営・維持管理業務の一部の実施を第三者に委託し、又は請け負わせるこ

とができる。 

３ 前項に規定する業務の委託等は、全て受注者の責任において行うものとし、委託又は

請負を受けた者の責めに帰すべき事由は、その原因及び結果の如何にかかわらず、全て

受注者の責めに帰すべき事由とみなす。 

 

（暴力団関係業者による再委託等の禁止等） 

第６条 受注者は、第５８条第１項第９号イからホまでのいずれかに該当する者（以下、

この条において「暴力団関係業者」という。）を下請負人（再委託、下請その他本事業

に関連する契約の相手方を含む。以下同じ。）としてはならない。 

２ 受注者は、その受託した業務に係る全ての下請負人に、暴力団関係業者と当該業務に

係る再委託契約、下請契約その他の契約を締結させてはならない。 

３ 受注者が、第１項の規定に違反して暴力団関係業者を下請負人とした場合又は前項の

規定に違反して下請負人に暴力団関係業者と当該業務に係る下請負契約（再委託、下請

その他本事業に関連する契約を含む。以下同じ。）を締結させた場合は、発注者は、受

注者に対して、当該契約の解除（受注者が当該契約の当事者でない場合においては、受

注者が当事者に対して当該解除を求めることを含む。以下同じ。）を求めることができ

る。 

４ 前項の規定による解除を求めたことによって生じる下請負契約の当事者の損害につい

ては、受注者が一切の責任を負うものとする。 
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（貸与品等） 

第７条 発注者が受注者に貸与し又は支給する図面、その他業務に必要な物品等（以下

「貸与品等」という。）の品名及び数量は、要求水準書等に定めるところによる。貸与

品等の品質、規格、性能等は、必要に応じ、発注者が受注者に通知する。 

２ 受注者は、事前に貸与品等の物件リストを作成して発注者に提出するとともに、貸与

品等の引渡しを受けたときは、引渡しの日から７日以内に、発注者に受領書又は借用書

を提出しなければならない。 

３ 受注者は、貸与品等を善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。 

４ 受注者は、運営・維持管理業務の完了、要求水準書等の変更等によって不用となった

貸与品等を発注者に返還しなければならない。 

５ 受注者は、故意又は過失により貸与品等が滅失若しくはき損し、又はその返還が不可

能となったとき（経年劣化による故障等の場合を除く。）は、発注者の指定した期間内

に代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えて損害を賠償しなければ

ならない。 

 

（履行報告） 

第８条 受注者は、要求水準書等に定めるところに従い、本運営業務委託契約の履行につ

いて、発注者に報告しなければならない。 

２ 発注者は、前項に定めるほか、必要と認めるときは、受注者に対して本運営業務委託

契約の履行について報告、記録、資料提供等を求めることができ、受注者はこれに速や

かに対応しなければならない。 

 

（監督員） 

第９条 発注者は、監督員を置いたときは、その氏名を受注者に通知しなければならない。

監督員を変更したときも、同様とする。 

２ 監督員は、本運営業務委託契約の他の条項に定めるもの及び本運営業務委託契約に基

づく発注者の権限とされる事項のうち発注者が必要と認めて監督員に委任したもののほ

か、次の各号に掲げる権限を有する。 

（１） 発注者の意図する内容の業務を実施させるための受注者又は現場総括責任者（次条

第１項の現場総括責任者をいう。以下本条で同じ。）に対する業務に関する指示 

（２） 本運営業務委託契約及び要求水準書等の記載内容に関する受注者の確認の申出又は

質問に対する確認、承諾又は回答 

（３） 本運営業務委託契約の履行に関する受注者又は現場総括責任者との協議 

（４） 業務の進捗の確認、要求水準書等の記載内容と履行内容との照合その他本運営業務

委託契約の履行状況の調査 

３ 発注者は、２名以上の監督員を置き、前項の権限を分担させたときにあってはそれぞ

れの監督員の有する権限の内容を、監督員に本運営業務委託契約に基づく発注者の権限

の一部を委任したときにあっては当該委任した権限の内容を、受注者に通知しなければ

ならない。 

４ 第２項の規定に基づく監督員の指示又は承諾は、原則として、書面により行わなけれ



5 

 

ばならない。 

５ 本運営業務委託契約に定める書面の提出は、要求水準書等に定めるものを除き、監督

員を経由して行うものとする。この場合においては、監督員に到達した日をもって発注

者に到達したものとみなす。 

 

（現場総括責任者） 

第１０条  受注者は、要求水準書 運営・維持管理業務編に従い、運営・維持管理業務の総

括管理を行う者（以下「現場総括責任者」という。）を定め、その氏名その他必要な事

項を発注者に通知しなければならない。この者を変更したときも同様とする。 

２ 現場総括責任者は、業務期間開始から２年間は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律

施行規則（昭和４６年厚生省令第３２号）第１７条に定める技術管理者（以下「廃棄物

処理施設技術管理者」という。）のごみ処理施設技術管理士の資格を有し、廃棄物を対

象とした焼却施設の現場総括責任者としての経験を有する技術者としなければならない。

また、業務期間開始から２年後以降に現場総括責任者を変更する場合、現場総括責任者

は、現場総括責任者と同様の要件を満たす者又は廃棄物処理施設技術管理者の資格を有

し、本施設の現場総括責任者に次ぐ職責を２年以上経験した技術者としなければならな

い。 

３ 現場総括責任者は、本運営業務委託契約の履行に関し、業務の管理及び統轄を行うほ

か、運営業務委託費の変更、履行期間の変更、運営業務委託費の請求及び受領、次条第

１項の請求の受理、同条第３項の決定及び通知、同条第４項の請求、同条第５項の通知

の受理並びに本運営業務委託契約の解除に係る権限を除き、本運営業務委託契約に基づ

く受注者の一切の権限を行使することができる。 

４ 受注者は、前項の規定にかかわらず、自己の有する権限のうちこれを現場総括責任者

に委任せず自ら行使しようとするものがあるときは、あらかじめ、当該権限の内容を発

注者に通知しなければならない。 

５ 受注者は、現場総括責任者が病気やその他の事由により長期にわたり職務遂行が困難

となった場合は、新たに選任し、発注者に通知しなければならない。 

 

（現場総括責任者等に対する措置請求） 

第１１条  発注者は、現場総括責任者がその職務の執行につき著しく不適当と認められる

ときは、受注者に対して、その理由を明示して、必要な措置を執るべきことを請求する

ことができる。 

２ 発注者又は監督員は、受注者の使用人若しくは第５条第２項の規定により受注者から

業務を委託され、又は請け負った者がその業務の実施につき著しく不適当と認められる

ときは、受注者に対して、その理由を明示して、必要な措置を執るべきことを請求する

ことができる。 

３ 受注者は、前２項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決

定し、その結果を、請求を受けた日から１０日以内に発注者に通知しなければならない。 

４ 受注者は、監督員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、発注者

に対して、その理由を明示して、必要な措置を執るべきことを請求することができる。 
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５ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定

し、その結果を、請求を受けた日から１０日以内に受注者に通知しなければならない。 

 

 

第２章 運営・維持管理業務 

 

第１節 総則 

 

（運営・維持管理業務） 

第１２条  発注者は、契約期間において、運営・維持管理業務の実施を受注者に委託し、

受注者はかかる委託を受けて、運営・維持管理業務を実施する。 

２ 運営・維持管理業務の対象とする範囲は、要求水準書に規定するとおりとする。 

３ 受注者は、業務期間中、本運営業務委託契約、要求水準書等に従い、本施設が要求水

準書等及び事業提案書に定める要求性能を満たすよう、適切に運営・維持管理業務を行

わなければならない。 

４ 受注者は、要求水準書 設計・建設業務編に規定する公害防止基準（ただし、事業提案

書における自主規制値がこれを上回る場合は、事業提案書における当該数値とする。以

下同じ。）、関係法令等を遵守して、大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭等の公害発

生を防止するとともに、二次公害を発生させないように適正に運営・維持管理業務を行

わなければならない。 

５ 受注者は、発注者が行う、本施設と、あらかわクリーンセンター両施設間の搬入焼却

計画等の調整業務に協力するものとする。 

 

（善管注意義務） 

第１３条  受注者は、善良なる管理者の注意義務をもって、本運営業務委託契約及び要求

水準書等に従い、運営・維持管理業務を実施しなければならない。 

 

（許認可の取得） 

第１４条  受注者は、業務期間において、運営・維持管理業務の実施その他受注者が本運

営業務委託契約の締結及び履行のために必要とされる全ての許認可を取得し、これを維

持し、また必要な届出等を行なわなければならない。ただし、許認可及び届出が発注者

の単独申請にかかるものについては、この限りではない。 

 

（発注者の取得すべき許認可） 

第１５条  発注者は、業務期間において、本施設を所有し本施設を稼働させて処理対象ご

みの処理を行うに必要な許認可を取得し、これを維持する。 

２ 本事業の実施に関し、発注者による関係官公庁への申請、届出等（以下「申請等」と

いう。）が必要となったときは、受注者は、申請等にかかる書類作成等の事務に協力す

るものとし、また、受注者は、発注者が関係官公庁から説明、記録及び資料等の提供を

求められたときは、発注者の指示に従い、速やかに対応するものとする。 
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（指示監督等） 

第１６条  発注者は、本運営業務委託契約の履行について必要があるときは、受注者に対

し、指示監督することができる。この場合において受注者は、当該指示監督に従わなけ

ればならない。 

２ 受注者は、官公署等からの指示等に従い、適正かつ適法に本運営業務委託契約を履行

しなければならない。 

 

（用役） 

第１７条  受注者は、本施設の稼働による熱エネルギーを利用した発電を行い、当該電力

その他の熱エネルギーについて本施設内での利用を行うとともに、資源化工場及びヘル

シーランド福島へ送電し、余剰電力を事業者が契約する電気事業者等へ引渡すものとす

る。 

２ 前項の余剰電力に係る売電その他の熱エネルギーに係る収益は発注者に帰属するもの

とする。受注者は、当該売電契約の締結等に必要な業務について発注者に協力すると共

に、業務期間を通じて売電量が多くなるよう努めるものとする。 

３ 本施設、資源化工場及びヘルシーランド福島の稼働に必要となる電気に係る買電契約

は、受注者の名義で締結するものとし、本施設の稼働により得られた発電量では本施設、

資源化工場及びヘルシーランド福島の稼働に必要な電力を賄うことができない場合、本

施設資源化工場及びヘルシーランド福島の稼働に必要となる電気料金は、受注者の負担

とする。 

４ 発注者は、本施設のうち管理棟の電話及びインターネット、並びに資源化工場及びヘ

ルシーランド福島に係る電気以外の用益に係る各契約を締結し、その費用を負担する。 

５ 前４項に定めるものを除き、運営・維持管理業務に必要となる用役については、受注

者が自らの名義で契約し、その費用を負担する。 

６ 受注者は、災害時等に備え、本施設を稼働するために必要な燃料、用水及び薬剤等を

常に最大日使用量の７日分以上貯留しなければならない。また、燃料貯留タンクの容量

は、全炉停止状態（コールド状態）から１炉を立上げた後、蒸気タービン発電機運転後

もう１炉の立上げができるまで、本設備が稼働を続けるために必要な容量以上としなけ

ればならない。 

 

（人員の確保及び各種体制整備等） 

第１８条  受注者は、運営・維持管理業務の実施のために法律上必要とされる有資格者そ

の他運営・維持管理業務を実施するために必要な人員（みなし設置者としてのボイラー

タービン主任技術者及び電気主任技術者並びに業務に必要な各管理者を含む。）を自ら

の責任及び費用で確保し、第２５条第１項の試運転の開始から本運営業務委託契約の終

了まで、これを維持しなければならない。 

２ 受注者は、第２５条第１項の試運転開始日までに、要求水準書 運営・維持管理業務編

に規定する業務実施体制その他必要な体制を整備し、発注者の承諾を得なければならな

い。これらを変更したときも同様とする。 
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３ 受注者は、労働安全衛生法関連法令及び廃棄物焼却施設内作業におけるダイオキシン

類ばく露防止対策要綱（基発０１１０第１号、平成２６年１月１０日）に基づき、ダイ

オキシン類対策委員会を設置し、同対策委員会においてダイオキシン類へのばく露防止

推進計画を策定して遵守しなければならない。なお、対策委員会には、廃棄物処理施設

技術管理者等、発注者が定める者の同席を要すること。 

４ 受注者は、前２項のほか、労働安全衛生法関連法令に基づき、運営・維持管理業務に

従事する社員等の安全及び健康を確保するため、運営・維持管理業務編に従い必要な措

置をとらなければならない。 

５ 受注者は、第２５条第１項の試運転の実施期間中、建設事業者から、本施設の運転開

始に必要な教育訓練を受けるとともに、その他業務期間を通じて、運営・維持管理業務

に従事する社員等が、運営・維持管理業務の実施に習熟するよう、社員等の教育訓練を

行わなければならない。 

 

（見学者対応等） 

第１９条  受注者は、発注者にて受付を行った本施設の見学者（行政対応を除く。）に対

し、本施設の稼働状況及び環境保全状況の説明等を行う。 

２ 受注者は、業務期間中、要求水準書 運営・維持管理業務編に従い、必要に応じて見学

者説明用パンフレット、説明用映写ソフト、場内案内説明装置の追加印刷等を行うとと

もに、発注者と協議して、業務期間中３回、これらの内容更新を行わなければならない。 

３ 行政対応は発注者がこれを実施する。ただし、運営事業者は、発注者が行う本施設の

稼働状況及び環境保全状況の説明等に協力するものとする。 

 

（周辺住民対応） 

第２０条  受注者は、常に適切に運営・維持管理業務を遂行し、周辺住民の信頼、理解及

び協力を得られるよう努めるものとする。 

２ 本事業に係る周辺住民への対応は発注者がこれを実施する。ただし、受注者は、発注

者の要請があるときは、発注者とともに周辺住民との協議の場等に出席して発注者の補

助を行うものとする。 

３ 受注者は、本施設に関し、発注者が実施する住民等との協議会の趣旨を十分理解し、

これを遵守するものとする。 

４ 受注者は、本施設の運営・維持管理に関して、住民等から意見等があった場合には、

適切に初動対応しなければならない。また、住民等からの意見等については、発注者に

速やかに報告し、発注者と受注者で協議の上、適切に対応するとともに、当該対応につ

いての報告書を作成し、発注者に提出しなければならない。 

 

（臨機の措置） 

第２１条  受注者は、第２５条第１項の試運転開始日までに、緊急事態が発生した際に、

本事業の継続や復旧を速やかに遂行するための事業継続計画（ＢＣＰ）を作成し、市の

承諾を得なければならない。 

２ 受注者は、事故、災害防止等のため必要があると認めるときは、前項の事業継続計画
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（ＢＣＰ）に従い対応を行うほか、要求水準書等に従い、緊急時の対応を行い、臨機の

措置をとらなければならない。この場合において、必要があると認めるときは、受注者

は、あらかじめ、発注者の意見を聴かなければならない。ただし、緊急やむを得ない事

情があるときは、この限りでない。 

３ 前項の場合、受注者は、そのとった措置の内容を発注者に直ちに通知する。 

４ 発注者は、事故、災害防止その他本施設の運転を行う上で特に必要があると認めると

きは、受注者に対して臨機の措置をとることを請求することができる。 

５ 受注者が第１項又は前項の規定に基づき臨機の措置をとった場合において、発注者は、

当該措置に要した費用のうち受注者が運営業務委託費の範囲において負担することが適

当と認められない部分を負担するものとする。 

 

 

第２節 要求水準書等の変更及び各種計画書等 

 

（要求水準書等の変更） 

第２２条  発注者は、必要があると認めるときは、要求水準書又は業務に関する指示の変

更内容を受注者に通知して、要求水準書又は業務に関する指示を変更することができる。

この場合において、発注者は、必要があると認められるときは、業務期間若しくは運営

業務委託費を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければ

ならない。 

２ 受注者は、事業提案書について、その内容が募集要項等に適合しないことが判明した

場合には、自らの費用負担で、募集要項等に適合するよう必要な変更を行わなければな

らない。 

 

（各種計画書等） 

第２３条  受注者は、要求水準書に定める各種計画書、マニュアル及び要領書並びに長寿

命化総合計画（以下総称して、又は個別に「各種計画書等」という。）を作成し、発注

者が指定する期限までに、発注者に提出して発注者の承諾を得なければならない。ただ

し、要求水準書において発注者の承諾を受けるものと規定されていないものについては、

発注者の承諾を受けることを要しない。 

２ 受注者は、本施設について要求性能を満たして運営・維持管理業務を実施するため、

常に各種計画書等を適正なものにするよう努めるものとし、必要な場合は、第１項と同

様に発注者の承諾を得て各種計画書等を改定しなければならない。 

３ 受注者は、本施設が要求性能を満たさず、又は運営・維持管理業務の結果が要求水準

書等に定める業務水準を満たさないときにおいて、単に各種計画書等に従ったことのみ

をもってその責任を免れることはできない。 

 

 

第３節 運転管理業務 
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（運転管理業務） 

第２４条  受注者は、本運営業務委託契約、要求水準書等及び各種計画書等に基づき、本

施設の運転管理業務を実施する。 

 

（試運転、運転指導） 

第２５条  受注者は、要求水準書 設計・建設業務編第１章第５節１に定める手順に従い、

建設事業者が作成した実施要領書に基づき、業務準備期間において、本施設の試運転を

実施する。 

２ 受注者は、業務準備期間中、建設事業者と協力して運営・維持管理業務の準備を行う

とともに、要求水準書 設計・建設業務編第１章第５節２に定める手順に従い、建設事業

者から必要な運転指導を受けるものとする。 

３ 受注者は、要求水準書 設計・建設業務編第１章第６節に従い実施される本施設の引渡

性能試験ついて、発注者及び建設事業者に協力し、本施設の運転を行うものとする。 

４ 試運転、運転指導及び引渡性能試験に必要な費用は、ごみの搬入及び本施設に配置さ

れる発注者職員の人件費を除き、全て建設事業者又は受注者の負担とする。 

 

（受付・計量業務） 

第２６条  発注者は、計量棟において搬入出車両の受付、計量、記録、確認、管理、料金

徴収、納付書・領収書発行業務を行う。 

 

（搬入管理） 

第２７条  受注者は、要求水準書 運営・維持管理業務編に基づき、善良なる管理者の注意

義務をもって搬入ごみを監視し、処理不適物の混入防止に努めなければならない。 

２ 受注者は、前項の処理不適物を発見したときは、搬入者にその場で返還するものとし、

搬入者が持ち帰りに応じない、又は受け入れ後に処理不適物を発見したときは、発注者

に報告し、発注者の指示に従い貯留する。 

 

（焼却残渣等の運搬・処分・売却） 

第２８条  本施設で発生する焼却残渣（焼却灰、処理飛灰）、処理不適物、引き取りの無

い遺骨、ストックヤードで受け入れたごみ（以下本条において総称して「焼却残渣等」

という。）の場外への運搬処理、処分及び売却は、発注者がこれを行い、その費用を負

担する。 

２ 受注者は、発注者が焼却残渣等を搬出する際の車両への積み込みその他必要な協力を

行うものとする。 

 

（ごみ処理量の増加） 

第２９条  受注者は、災害等の発生などにより、計画ごみ量を大きく上回る処理対象ごみ

が本施設に搬入される場合、発注者との協議により、その処理に協力しなければならな

い。 

２ 受注者は、災害等以外の原因により本施設の処理能力を上回る処理対象ごみが搬入さ
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れることとなった場合は、発注者とその対応について協議することとする。発注者は、

この場合、処理対象ごみの処理等に可能な限り協力しなければならない。 

３ 前２項の場合において、本施設の処理能力を上回った分の処理費用は発注者が負担す

るものとする。 

 

（ごみ質及びごみ量の変動） 

第３０条  本施設に搬入されるごみの性状が要求水準書に定める計画ごみ質から著しく逸

脱し、又は搬入されるごみの量が本施設許容量を超過し、発注者がごみ処理計画を見直

す必要があると認めるときは、発注者及び受注者は、必要な要求水準書等の変更及び運

営業務委託費の見直しについての協議を行うものとする。 

 

 

第４節 維持管理業務 

 

（維持管理業務） 

第３１条  受注者は、本運営業務委託契約、要求水準書等及び各種計画書等に基づき、本

施設の維持管理業務を実施する。 

 

（修繕工事等） 

第３２条  受注者は、自らの費用負担により、要求水準書等及び各種計画書等に定めると

ころに従い、本施設が要求性能を満たし、維持するために必要な補修工事、更新工事及

び保全工事（以下総称して「修繕工事等」という。）を実施しなければならない。 

２ 受注者は、修繕工事等が完了したときは、必要に応じて試運転及び性能試験を行い、

当該結果を含め、発注者に対して速やかに報告するものとする。 

３ 発注者は、修繕工事等の内容が本運営業務委託契約、要求水準書等又は各種計画書等

に適合しないときは、適合しないことを知った時から１年以内に受注者にその旨を通知

し、かつ相当の期間を定めて履行の追完を催告した場合に、履行の追完を請求すること

ができる。 

４ 受注者が本施設の修繕工事等を行ったときは、必要に応じて、貸与を受けた本施設の

設計図書を更新し、発注者の確認を受けるものとする。 

５ 第１項の規定にかかわらず、本運営業務委託契約締結後の法令変更又は不可抗力によ

る本施設の修繕工事等の費用は、第４９条又は第５１条により発注者及び受注者が負担

するものとする。 

 

（精密機能検査） 

第３３条  受注者は、自らの費用負担により、３年に１回以上、本施設の設備及び機器の

機能状況、耐用性等について、第三者機関による精密機能検査を実施し、発注者に報告

しなければならない。 

２ 受注者は、精密機能検査の結果を踏まえ、本施設の要求性能を維持するために必要と

なる各種計画書等の見直しを行わなければならない。 
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第５節 報告・検査・モニタリング等 

 

（運営・維持管理業務の報告） 

第３４条  受注者は、要求水準書等に定める各種報告書及び運転管理記録（以下総称して、

又は個別に「各種報告書等」という。）を作成し、発注者に提出しなければならない。 

２ 発注者は、受注者から提出を受けた各種報告書等の内容に疑義があると認める場合、

受注者に説明を求めることができる。この場合、発注者は、受注者に対し、必要な資料

の提出及び是正措置を求めることができ、受注者は、かかる発注者の求めに対し、自ら

の費用で誠実に対応しなければならない。 

３ 受注者は、各種報告書等にかかるデータ等について、要求水準書等に従って保管しな

ければならない。 

４ 受注者は、官公署等から本施設の運営・維持管理に関する報告等を求められた場合、

事前に発注者に報告してその指示に従い、速やかに対応しなければならない。 

 

（受注者のモニタリング） 

第３５条  受注者は、要求水準書等及び各種計画書等に基づき、本施設の機能を維持する

ために必要な措置を講じ、法令等に定める検査その他必要と認める検査を行うとともに、

別紙２に基づきセルフモニタリングを行う。 

２ 受注者は、前項の検査及びセルフモニタリングを行ったときは、その結果を遅滞なく

発注者に報告する。 

 

（発注者のモニタリング） 

第３６条  発注者は、受注者による本運営業務委託契約の履行状況を確認するため、別紙

２に基づきモニタリングを行う。 

２ 前項のモニタリングのほか、発注者は、必要があると認めるときは自己の負担（受注

者に発生する費用を除く。）により、運営・維持管理業務の実施状況についての調査並

びに本施設の検査及び計測等（以下本条において総称して「調査等」という。）を行い、

また受注者にその報告等を求め、本施設、受注者の事務所その他運営・維持管理業務の

実施場所に立ち入ることができる。この場合、発注者は、抜き打ちによる調査等の場合

を除き、受注者の通常の営業時間内に、受注者に対する事前の通知を行った上で本施設

及び受注者の事務所等へ立ち入り、自らの費用で（受注者に発生する費用を除く。）調

査等を行うことができるものとするほか、発注者は、当該調査等を、法的資格を有する

第三者機関に委託することができるものとする。なお、発注者は、受注者の行う運営・

維持管理業務の実施に重大な影響を与えないよう配慮して、調査等を行わなければなら

ない。 

３ 受注者は、前２項の発注者のモニタリング及び調査等に協力し、発注者が資料等の提

出を求めた場合は速やかに提出するものとする。 
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（業務改善についての措置） 

第３７条  前条によるモニタリングの結果、受注者による運営・維持管理業務の遂行が要

求水準等を満たしていない場合は、別紙２に従い、発注者は受注者に対して是正勧告等

の措置を講じ、受注者は改善対策等の是正の措置を講じなければならない。 

 

（要監視基準） 

第３８条  本条において要監視基準とは、本施設からの排ガスに関する環境計測項目のう

ち、ばいじん、硫黄酸化物、塩化水素、窒素酸化物、一酸化炭素、ダイオキシン類及び

水銀の測定項目について、計測の頻度を増加させる等の監視強化行うための基準として

事業提案書に基づき設定する基準をいう。 

２ 要求水準書 運営・維持管理業務編第５章第２節に定める測定管理マニュアルに従い実

施する本施設からの排ガスの測定結果又は発注者のモニタリング等の結果が要監視基準

の１項目でも上回った場合、受注者は、要求水準書 運営・維持管理業務編第５章第３節

２に定める手順に従い対応するものとする。 

３ 要求水準書 運営・維持管理業務編第５章第２節に定める測定管理マニュアルに従い実

施する測定管理業務において、排ガス以外の測定項目が公害防止基準値を超過した場合、

受注者は、要求水準書 運営・維持管理業務編第５章第３節２に定める手順に準じて同等

の措置をとるものとする。 

 

（停止基準） 

第３９条  本条において停止基準とは、要求水準書 運営・維持管理業務編第５章第３節１

の表５．２に定める基準をいう。 

２ 要求水準書 運営・維持管理業務編第５章第２節に定める測定管理マニュアルに従い実

施する本施設からの排ガスの測定結果又は発注者のモニタリング等の結果が停止基準の

１項目でも上回った場合、受注者は直ちに発注者に報告するとともに、速やかに本施設

の全部又は一部の運転を停止しなければならない。 

３ 前項により本施設の全部又は一部の運転が停止された場合、受注者は、要求水準書 運

営・維持管理業務編第５章第３節３又は４に定める復旧までの手順に従い本施設の復旧

に努めるものとする。 

 

（性能未達） 

第４０条  本条において、性能未達とは、次の各号に掲げる事態の発生により処理対象ご

みの受入に支障が出る恐れが生じた場合、及び発注者が確認し処理対象ごみの受け入れ

が困難であると合理的に判断した場合をいう。 

（１） 前条による本施設の全部又は一部の停止 

（２） 設備・装置の故障等による本施設の全部又は一部の不稼働 

（３） 前各号に定める場合のほか、本施設の全部若しくは一部の計画外停止、処理能力の

低下又は運営・維持管理業務の全部又は一部の不実施 

２ 受注者は、性能未達の発生を認めたときは、速やかに発注者に通知するとともに、要

求水準書等に従い、本施設の運転を停止し、又は監視を強化しなければならない。 
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３ 受注者は、速やかに性能未達の原因の究明及びその責任の所在の分析等を行い、その

結果を発注者に報告するものとする。 

４ 発注者は、自ら性能未達に係る事実関係の調査、原因の究明、責任の所在の分析等を

行うことができる。この場合において、受注者は、発注者に対する事実関係の説明及び

資料の提供等の協力を行う。 

５ 本施設において処理対象ごみの受け入れが不可能となった場合、受注者は、受け入れ

ができなかった分の処理対象ごみを処理できる代替施設等の手配を行う。 

 

（費用負担） 

第４１条  要監視基準への抵触、本施設の全部又は一部の計画外停止、及びその他の要求

性能未達への対応に要する費用(原因の究明及び責任の分析に要する費用、改善・復旧

作業等を行う費用、受入れできないごみを他の廃棄物処理場まで運搬し、これを処理す

る費用等を含む。)は、全て受注者が負担するものとする。ただし、当該措置が不可抗

力又は発注者の責に帰すべき事由に基づくことを受注者が明らかにした場合において、

不可抗力による場合は第５１条により発注者及び受注者が、発注者の責に帰すべき事由

による場合は発注者が、当該措置に要した費用を負担するものとする。 

 

 

第３章 運営業務委託費の支払 

 

（運営業務委託費の支払） 

第４２条  発注者は、受注者に対し、運営・維持管理業務の対価として運営業務委託費を

支払う。 

２ 運営業務委託費の算定方法及び支払方法については別紙３に記載のとおりとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、受注者が本施設の運転を停止した場合、発注者は、理由

にかかわらず、運営業務委託費のうちの固定費から当該運転停止により受注者が支払を

免れた費用を控除して支払を行うことができるものとする。この場合、受注者の責めに

帰すべき運転停止に基づく発注者の受注者に対する損害賠償請求を妨げない。 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、発注者は、運営業務委託費の支払にあたり、

当該支払時において受注者の発注者に対する支払債務が存在する場合、当該支払債務相

当額を運営・維持管理業務委託料から差し引いた上で、これを支払うことができる。 

 

（運営業務委託費の改定） 

第４３条  発注者及び受注者は、ごみ量変動及び物価変動に応じて、運営業務委託費の改

定を行うものとし、詳細については、別紙３に定めるとおりとする。 

 

（運営業務委託費の減額又は留保） 

第４４条  運営業務委託費は、受注者が行う運営・維持管理業務に要求水準書等及び各種

計画書等の未達成その他本運営業務委託契約等の不履行があった場合、別紙２に定める

減額又は留保に従うものとする。 
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第４章 危険の負担等 

 

（所有権） 

第４５条  本施設の所有権は、発注者に属する。また、施設の更新及び設備の追加等を行

った場合においても当該施設及び設備の所有権は発注者に属する。 

 

（第三者の損害） 

第４６条  受注者は、その故意又は過失若しくは法令等の不遵守によって、発注者又は第

三者に人的あるいは物的損害を生じさせたときは、これを全て賠償しなければならない。 

 

（保険） 

第４７条  受注者は、契約期間中、事前にその内容を発注者に通知し、その承諾を得て、

別紙４に定める保険に継続して加入しなければならない。 

２ 受注者は、前項の保険契約締結後又は更新後速やかに当該保険証券の写しを発注者に

提出しなければならない。 

３ 受注者は、締結した保険契約の内容の全部又は一部を変更する場合には、事前にその

内容を発注者に通知し、その承諾を得なければならない。 

 

 

第５章 法令変更、不可抗力及び損害賠償 

 

（法令変更にかかる通知等） 

第４８条  受注者は、本運営業務委託契約の締結後に法令変更が行われたことにより、次

の各号のいずれかに該当するとき（法令変更により本施設の修繕工事等が必要な場合を

除く。）は、直ちにその内容の詳細を記載した書面をもって発注者に通知するものとす

る。 

（１） 本運営業務委託契約又は要求水準書等で提示された条件に従って、運営・維持管理

業務を実施することができなくなったとき。 

（２） 本運営業務委託契約の履行のために追加的な費用が必要であると判断したとき。 

（３） 要求水準書等に記載された業務の一部が不要となり又はその他の理由により受注者

の本運営業務委託契約の履行のための費用の減少が可能と判断されたとき。 

２ 発注者及び受注者は、前項の通知がなされたとき以降において、本運営業務委託契約

に基づく自己の義務が法令等に違反することとなったときは、履行期日における当該自

己の義務が法令等に違反する限りにおいてその義務を免れるものとする。この場合にお

いて発注者又は受注者は、相手方に発生する損害を最小限にするよう努めなければなら

ない。 
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（法令変更の場合の協議及び追加的な費用の負担等） 

第４９条  発注者及び受注者は、発注者が受注者から前条第１項の通知を受領したときは、

法令変更に対応するため、本運営業務委託契約及び要求水準書等の変更並びに追加的な

費用の負担等について必要なものにつき協議しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、当該法令等の公布の日から１２０日以内に発注者及び受注

者が合意に至らないときは、発注者は当該法令変更に対する合理的な範囲の対応方法を

受注者に対して通知し、受注者はこれに従い本運営業務委託契約の履行を継続するもの

とする。この場合において、受注者に生じる追加的な費用の負担は、次の各号の定めに

よるものとし、受注者の本運営業務委託契約の履行のための費用が減少するときは、当

該減少分を運営業務委託費から控除するものとする。 

（１） 本事業に類型的又は特別に影響を及ぼす法令変更及び税制変更に関するもの 

発注者 

（２） 消費税又は受注者に課される税金のうち、その利益に課されるもの以外の税制変

更 

発注者 

（３） 本事業に関する新税の成立や税率の変更のうち、受注者の費用増加が明らかで受

注者による増加抑制が不可能なもの 

発注者 

（４） 前３号に該当するもの以外の法令変更及び税制変更に関するもの 

受注者 

 

（不可抗力にかかる通知等） 

第５０条  受注者は、本運営業務委託契約の締結後の不可抗力に該当する事由の発生によ

り、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにその内容の詳細を記載した書面によ

り発注者に通知しなければならない。 

(1） 本運営業務委託契約又は要求水準書等で提示された条件に従って運営・維持管理

業務を実施することができなくなったとき。 

(2） 本運営業務委託契約の履行のために追加的な費用が必要であると判断したとき。 

(3） 不可抗力により受注者に損害が発生したとき。 

２ 発注者及び受注者は、本運営業務委託契約に基づく自己の義務が不可抗力により履行

不能となったときは、履行期日における当該義務の履行を免れるものとする。この場合

において、発注者又は受注者は、相手方に発生する損害を最小限にするように努めなけ

ればならない。 

 

（不可抗力発生の場合の協議及び追加的な費用の負担等） 

第５１条  発注者及び受注者は、発注者が受注者から前条第１項の通知を受領したときは、

当該不可抗力に対応するため、速やかに本運営業務委託契約及び要求水準書等の変更並

びに追加的な費用及び不可抗力によって生じた損害の負担等について必要なものにつき

協議しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、当該不可抗力が生じた日から６０日以内に発注者及び受注
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者が合意に至らないときは、発注者は当該不可抗力に対する合理的な範囲の対応方法を

受注者に対して通知し、受注者はこれに従い本運営業務委託契約の履行を継続するもの

とする。この場合において、受注者に生じた損害及び受注者に生じる追加的な費用の負

担は、次の各号に定めるとおりとし、受注者の本運営業務委託契約の履行のための費用

が減少するときは、当該減少分を運営業務委託費から控除するものとする。 

（１） 不可抗力による損害及び増加費用（別紙４に規定される保険の保険金でてん補され

るものを除く。）のうち、当該不可抗力発生の年度に支払うべき運営業務委託費の１

００分の１に相当する金額までは受注者が負担し、これを超えるものは発注者が負担

する。ただし、災害応急対策又は災害復旧に関する工事等における損害については、

発注者が損害合計額を負担するものとする。 

（２） 不可抗力の発生に伴う臨機の措置にかかる増加費用は第２１条による。 

 

（損害賠償等） 

第５２条  運営・維持管理業務の実施に関連して、発注者の責めに帰すべき事由により、

受注者に損害が生じた場合、発注者は受注者に対して、生じた損害を賠償する義務を負

う。 

２ 受注者は、本運営業務委託契約に従った業務を実施せず、又はその他本運営業務委託

契約の定めるところに違反し、発注者に損害を生じさせたときは、その損害を賠償しな

ければならない。 

３ 第４４条に定める運営業務委託費の減額は前項に従った発注者の受注者に対する損害

賠償の請求を妨げるものではなく、また運営業務委託費の減額を損害賠償の予定と解し

てはならない。 

 

 

第６章 契約期間の終了 

 

（契約期間終了時の協議） 

第５３条  受注者は、令和２６年度の発注者が指定する期限までに、要求水準書 運営・維

持管理業務編第４章第７節に従い長寿命化総合計画を再策定し、当初計画との比較を行

った結果、乖離がある場合は検証を行い、その結果を発注者に報告しなければならない。 

２ 発注者と受注者は、前項の報告を踏まえて、令和２６年度から、業務期間終了時の引

渡条件その他業務期間終了後の本施設の取扱について協議を行うものとする。 

 

（契約期間終了時の対応） 

第５４条  受注者は、業務期間終了時において、本施設を次の各号に定める状態とし、本

施設の管理運営を発注者（又は次条の引継者）に引き継ぐ。 

（１） 建物の主要構造部等に大きな破損がなく、良好な状態であること。ただし、継続使

用に支障のない程度の軽微な汚損・劣化（通常の経年変化によるものを含む。）を除

く。 

（２） 内外の仕上げ及び設備機器等に大きな汚損や破損がなく、良好な状態であること。
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ただし、継続使用に支障のない程度の軽微な汚損・劣化（通常の経年変化によるもの

を含む。）を除く。 

（３） 主要な設備機器等が、要求水準書等、実施設計図書及び完成図書に規定されている

要求性能を満たしていること。ただし、継続使用に支障のない程度の軽微な性能劣化

（通常の経年変化によるものを含む。）を除く。 

（４） 業務期間終了後 1 年間は、大規模な設備の補修及び更新を行うことなく、本施設の

要求性能を満たしながら運転できる状態であること。 

（５） 本施設の運転に必要な予備品や消耗品について、引渡し後１年間の本施設の運転に

て必要な品目・数量を、業務期間中の運転管理実績から算出し、納入したうえで引渡

しを行うこと。 

２ 受注者は、業務期間終了時に、要求水準書 運営・維持管理業務編第１章第４節５に従

い長寿命化総合計画を再策定し、当初計画との比較を行った結果、乖離がある場合は検

証を行い、その結果を発注者に報告しなければならない。 

３ 受注者は、次項の確認までに、要求水準書 運営・維持管理業務編第１章第４節５に従

い、発注者の立会いの下、第三者機関による性能試験等を実施する。 

４ 発注者は、契約期間終了前に、本施設の機能、効率、能力等が第１項各号に規定する

状態であること等の確認を実施し、受注者はこれに協力するものとする。 

５ 受注者は、契約期間終了後１年の間に、受注者の維持管理等に起因する本施設の要求

性能の発揮未達成事態が発生した場合には、発注者の請求により自己の費用で補修等必

要な対応を行わなければならない。 

６ 受注者は、契約期間終了時において、本施設敷地内に受注者が所有し、又は管理する

運営・維持管理業務に係る材料、機械器具、仮設物その他の物件（第５条第２項の規定

により、受注者から業務の一部を委託され、又は請け負った者が所有し、又は管理する

これらの物件を含む。以下この条において同じ。）があるときは、当該物件を撤去する

とともに、本施設等を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなければならない。 

７ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せず、

又は本施設等の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注者に代わって

当該物件を処分し、本施設等を修復若しくは取片付けを行うことができる。この場合に

おいては、受注者は、発注者の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を申し出る

ことができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要した費用を負担しな

ければならない。 

 

（契約期間終了時の引継ぎ） 

第５５条  受注者は、次項の引継ぎに係る運転教育までに、本運営業務委託契約に基づく

成果物及び各設備の取扱説明書（業務期間中に修正・更新があれば、修正・更新後のも

のも含む。以下同じ。）その他本施設の運営維持管理等に必要な一切の書類を発注者に

引き渡す。ただし、次項の引継ぎに係る運転教育の開始以降に作成される本運転業務委

託契約に基づく成果物等は、契約期間終了時において引き渡すものとする。 

２ 受注者は、発注者又は発注者が指定する第三者（引継者）への引継ぎが可能となるよ

う、あらかじめ運転教育方法等を策定して発注者の承諾を得て、契約期間終了までに、
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本施設において最低３か月間、発注者又は発注者が指定する第三者（引継者）に対する

運転教育を含む引継ぎ業務を実施する。 

３ 発注者は、前２項の引継ぎにより提出を受けた本運営業務委託契約に基づく成果物、

各設備の取扱説明書、その他書類並びにデータ及びノウハウ等について、本施設の管理

運営に必要なときは、これを無償で自由に使用し、公表し、改変できるものとする。受

注者は、発注者による当該自由な使用が、第三者の著作権及び著作者人格権を侵害しな

いよう必要な措置をとらなければならない。 

 

（発注者の任意解除権） 

第５６条  発注者は、運営・維持管理業務が完了するまでの間は、次条から第５９条まで

の規定によるほか、必要があるときは、本運営業務委託契約を解除することができる。 

２ 発注者は、前項の規定により本運営業務委託契約を解除したことにより受注者に損害

を及ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。 

 

（発注者の催告による解除権） 

第５７条  発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは相当の期間を定めて

その履行の催告をし、その期間内に履行がないときは本運営業務委託契約を解除するこ

とができる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行が本運営業務委託契

約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

（１） 正当な理由なく、業務に着手すべき期日を過ぎても運営・維持管理業務に着手しな

いとき。 

（２） 第１０条第１項に定める者を設置しなかったとき。 

（３） 運営・維持管理業務を実施する上で必要な法令等の定めによる資格、許認可若しく

は登録等を取り消され、又は関係する官公庁から営業の停止を命ぜられたとき。 

（４） 財務状況の著しい悪化その他の理由により運営・維持管理業務を継続的に履行する

ことが困難と合理的に認められるとき。 

（５） 別紙２に規定する解除の場合 

（６） 前各号に掲げる場合のほか、本運営業務委託契約に違反したとき。 

 

（発注者の催告によらない解除権） 

第５８条  発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに本運営業務

委託契約を解除することができる。 

（１） 第７７条第１項の規定に違反して本運営業務委託契約に基づく権利又は義務につい

て譲渡その他の処分をしたとき。 

（２） 運営・維持管理業務を実施することができないことが明らかであるとき。 

（３） 受注者が運営・維持管理業務の完了の債務の履行を拒絶する意思を明確に表示した

とき。 

（４） 受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履行を

拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的

を達することができないとき。 
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（５） 業務の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなけ

れば契約をした目的を達することができない場合において、受注者が履行をしないで

その時期を経過したとき。 

（６） 前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の履行をせず、発注者が前条の催告

をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らか

であるとき。 

（７） 第６１条又は第６２条の規定によらないで本運営業務委託契約の解除を申し出たと

き。 

（８） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）又は暴力団員

（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員

をいう。以下この条において同じ。）若しくは暴力団員の配偶者（暴力団員と生計を

一にする配偶者で、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

を含む。以下この条において同じ。）が経営に実質的に関与していると認められる者

に運営業務委託費債権を譲渡したとき。 

（９） 受注者が次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（その役員、又はその支店又は常時契約を締結する事務所の代表者その他

経営に実質的に関与している者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団又は

暴力団員であると認められるとき。 

ロ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていると認められる

とき。 

ハ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると

認められるとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するな

どしていると認められるとき。 

ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られるとき。 

ヘ 下請契約（再委託、下請その他本事業に関連する契約を含む。以下同じ）又は資

材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方がイからホまでのいずれ

かに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

ト 受注者が、イからホまでのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材料の

購入契約その他の契約の相手方としていた場合（ヘに該当する場合を除く。）に、

発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。 

 

（不正行為に伴う解除権） 

第５９条  発注者は、本運営業務委託契約に関して、次の各号のいずれかに該当するとき

は、直ちに本運営業務委託契約を解除することができる、 

（１） 公正取引委員会が、受注者に違反行為があったとして、私的独占の禁止及び公正取
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引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第

４９条に規定する排除措置命令又は同法第６２条第１項に規定する課徴金の納付命令

を行い、当該命令が確定したとき。 

（２） 受注者（受注者が法人の場合にあっては、その役員又は使用人）に対し、刑法（明

治４０年法律第４５号）第９６条の６、同法第１９８条又は独占禁止法第８９条第１

項若しくは同法第９５条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

 

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第６０条  第５７条及び第５８条各号に定める場合が発注者の責めに帰すべき事由による

ものであるときは、発注者は、同条の規定による契約の解除をすることができない。 

 

（受注者の催告による解除権） 

第６１条  受注者は、発注者が本運営業務委託契約に違反したときは、相当の期間を定め

てその履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、本運営業務委託契約を解除す

ることができる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行が本運営業務委

託契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

 

（受注者の催告によらない解除権） 

第６２条  受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに本運営業務委託契約

を解除することができる。 

（１） 発注者が運営・維持管理業務の内容を変更したため、運営業務委託費が２分の１以

上減少したとき。 

（２） 業務中止の期間が、当初の履行期間の２分の１以上に達したとき。 

 

（受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第６３条  第６１条及び前条各号に定める場合が受注者の責めに帰すべき事由によるもの

であるときは、受注者は、同条の規定による契約の解除をすることができない。 

 

（法令変更又は不可抗力による解除） 

第６４条  発注者は、法令変更又は不可抗力により、次の各号のいずれかに該当するに至

ったときは、本運営業務委託契約の全部又は一部を解除することができる。 

（１） 受注者による運営・維持管理業務の継続が不能又は著しく困難であると判断したと

き。 

（２） 受注者が運営・維持管理業務を継続するために、発注者又は受注者が過分の費用を

負担するとき。 

（３） 第４９条第１項若しくは第５１第１項に規定する協議が各第２項に規定する期間内

に整わないとき又は当該事由による発注者又は受注者の損害、損失若しくは増加費用

の負担が過大になると判断したとき。 

２ 前項に規定する解除により受注者に発生した損害又は費用の負担については、第４

９条第２項又は第５１条第２項の規定に従うものとする。 
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（解除に伴う措置） 

第６５条  発注者は、本運営業務委託契約の解除後、本施設の現況を確認するものとし、

当該確認により、本施設に受注者の責めに帰すべき事由による損傷等が認められるとき

は、発注者は、受注者に対してその修補を求めることができる。この場合において、受

注者は、自らの費用で必要な修補を実施した後、速やかにその旨を発注者に通知しなけ

ればならないこととし、発注者は、当該通知の受領後１０日以内に当該修補の完了の確

認を行わなければならない。 

２ 受注者は、本運営業務委託契約の解除後速やかに、本運営業務委託契約に基づく成果

物及び各設備の取扱説明書（業務期間中に修正・更新があれば、修正・更新後のものも

含む。以下同じ。）その他本施設の運営維持管理等に必要な一切の書類を発注者に引き

渡す。 

３ 受注者は、本運営業務委託契約の解除後速やかに、発注者又は発注者の指定する第三

者（引継者）に対して、本施設の運営・維持管理が適切に実施できるよう運営・維持管

理業務に関して必要な事項を説明し、必要な引継ぎを行わなければならない。 

４ 発注者は、前２項の引継ぎにより提出を受けた本運営業務委託契約に基づく成果物、

各設備の取扱説明書、その他書類並びにデータ及びノウハウ等について、本施設の管理

運営に必要なときは、これを無償で自由に使用し、公表し、改変できるものとする。受

注者は、発注者による当該自由な使用が、第三者の著作権及び著作者人格権を侵害しな

いよう必要な措置をとらなければならない。 

５ 発注者は、本運営業務委託契約が運営・維持管理業務の完了前に解除された場合にお

いては、既済部分を検査の上、相応する運営業務委託費を受注者に支払わなければなら

ない。 

６ 受注者は、本運営業務委託契約が運営・維持管理業務の完了前に解除された場合にお

いて、貸与品等があるときは、当該貸与品等を発注者に返還しなければならない。この

場合において、当該貸与品等が受注者の故意又は過失により滅失又は毀損したときは、

代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなけれ

ばならない。 

７ 受注者は、本運営業務委託契約が運営・維持管理業務の完了前に解除された場合にお

いて、本施設敷地内に受注者が所有し、又は管理する運営・維持管理業務に係る材料、

機械器具、仮設物その他の物件（第５条第２項の規定により、受注者から業務の一部を

委託され、又は請け負った者が所有し、又は管理するこれらの物件を含む。以下この条

において同じ。）があるときは、受注者当該物件を撤去するとともに、本施設等を修復

し、取り片付けて、発注者に明け渡さなければならない。 

８ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せず、

又は本施設等の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注者に代わって

当該物件を処分し、本施設等を修復若しくは取片付けを行うことができる。この場合に

おいては、受注者は、発注者の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を申し出る

ことができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要した費用を負担しな

ければならない。 



23 

 

９ 第６項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、本運営業務

委託契約の解除が第５６条から第５８条まで又は第６７条第１項第３号の規定によると

きは発注者が定め、第６１条又は第６２条の規定によるときは、受注者が発注者の意見

を聴いて定めるものとし、第６項後段及び第７項に規定する受注者のとるべき措置の期

限、方法等については、発注者が受注者の意見を聴いて定めるものとする。 

１０ 受注者は、本運営業務委託契約が運営・維持管理業務の完了前に解除された場合に

おいて、発注者が求める場合は、解除の日から第３項の規定による運営・維持管理業務

の引継ぎ完了の時まで、本施設について、自らの負担で必要最小限の維持保全に努めな

ければならない。 

１１ 運営・維持管理業務の完了後に本運営業務委託契約が解除された場合は、解除に伴

い生じる事項の処理については発注者及び受注者が民法の規定に従って協議して決める。 

 

 

（発注者の損害賠償請求等） 

第６６条  発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、これによって生じ

た損害の賠償を請求することができる。 

（１） 履行期限内に運営・維持管理業務を完了することができないとき。 

（２） 成果物に契約不適合があるとき。 

（３） 第５７条から第５９条までの規定により、運営・維持管理業務の完了後に本運営業

務委託契約が解除されたとき。 

（４） 前３号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行

が不能であるとき。 

２ 前項各号に定める場合が本運営業務委託契約及び取引上の社会通念に照らして受注者

の責めに帰することができない事由によるものであるときは、前項の規定は適用しない。 

３ 第１項第１号に該当し、発注者が損害の賠償を請求する場合の請求額は、遅延日数に

応じ、本運営業務委託契約の締結日における政府契約の支払遅延防止等に関する法律

（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項の規定に基づき財務大臣が決定する率（以

下「財務大臣の決定する率」という。）で計算した額とする。 

 

（発注者の違約金請求等） 

第６７条  次の各号のいずれかに該当するときは、受注者は、解除の日が属する事業年度

の運営業務委託費の額の１０分の１に相当する金額を違約金として発注者の指定する期

間内に発注者に支払わなければならない。なお、当該違約金の定めは損害賠償額の予定

ではなく、本運営業務委託契約の解除により発注者が被った損害のうち、当該違約金に

より填補されないものがあるときは、その部分について発注者が受注者に対して損害賠

償の請求を行うことを妨げないものとする。 

（１） 第５７条及び第５８条の規定により運営・維持管理業務の完了前に本運営業務委託

契約が解除されたとき。 

（２） 運営・維持管理業務の完了前に、受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者の

責めに帰すべき事由によって受注者の債務について履行不能となったとき。 



24 

 

（３） 次に掲げる者が本運営業務委託契約を解除したとき。 

イ 受注者について破産法（平成１６年法律第７５号）第３０条第１項の規定により

破産手続開始の決定がされた場合における同法第３１条第１項の規定により選任さ

れた破産管財人 

ロ 受注者について会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第４１条第１項の規定

により更生手続開始の決定がされた場合における同法第４２条第１項の規定により

選任された管財人 

ハ 受注者について民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第３３条第１項の規定

により再生手続開始の決定がされた場合における当該受注者又は同法第６４条第２

項の規定により選任された管財人 

２ 前項第１号及び第２号に定める場合が本運営業務委託契約及び取引上の社会通念に照

らして受注者の責めに帰することができない事由によるものであるときは、前項の規定

は適用しない。 

 

（不正行為に伴う損害の賠償） 

第６８条  受注者は、本運営業務委託契約に関して、第５９条各号のいずれかに該当する

ときは、運営業務委託費の額の１０分の２に相当する金額を違約金として発注者の指定

する期間内に発注者に支払わなければならない｡なお、当該違約金の定めは損害賠償額

の予定ではなく、本運営業務委託契約の解除により発注者が被った損害のうち、当該違

約金により填補されないものがあるときは、その部分について発注者が受注者に対して

損害賠償の請求を行うことを妨げないものとする。 

 

（受注者の損害賠償請求等） 

第６９条  受注者は、発注者が次の各号のいずれかに該当する場合はこれによって生じた

損害の賠償を請求することができる。ただし、当該各号に定める場合が本運営業務委託

契約及び取引上の社会通念に照らして発注者の責めに帰することができない事由による

ものであるときは、この限りでない。 

（１） 第６１条又は第６２条の規定により本運営業務委託契約が解除されたとき。 

（２） 前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が

不能であるとき。 

 

 

第７章 知的財産権 

 

（特許権等） 

第７０条  受注者は、受注者が本施設を稼働させ、処理対象ごみを処理するために必要な

特許権等の工業所有権の対象となっている技術等の実施権又は使用権（発注者から許諾

されるものを除く。）を、自らの責任で取得するものとする。ただし、発注者が当該実

施権等の使用を指定し、かつ受注者が当該技術に係る工業所有権の存在を知らなかった

ときは、発注者は、受注者がその使用に関して要した費用（損害賠償に要するものを含
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む。）を負担しなければならない。 

２ 受注者は、運営業務委託費が、前項の特許権等の実施権又は使用権の取得の対価並び

に第３項の規定に基づく成果物及び本施設の発注者による使用に対する対価を含むもの

であることを確認するものとする。発注者は、発注者が受注者に実施又は使用させる特

許権等に関しては、その実施又は使用許諾の対価を受注者に請求しない。 

３ 発注者は、成果物（ただし、受注者が提出したものに限る。以下同じ。）及び本施設

について、それらが著作物に該当するか否かにかかわらず、本施設の所有・運営・維持

管理・広報等に必要な範囲において、発注者の裁量により利用する権利及び権限を有す

るものとし、その利用の権利及び権限は、本運営業務委託契約の終了後も存続するもの

とする。 

 

（著作権の侵害防止） 

第７１条  受注者は、成果物が第三者の有する著作権を侵害するものでないことを発注者

に対して保証する。 

２ 受注者は、成果物が第三者の有する著作権を侵害した場合において、当該第三者に対

して損害の賠償を行い、又は必要な措置を講じなければならないときは、受注者がその

賠償額を負担し、又は必要な措置を講ずるものとする。 

 

（著作権の譲渡等） 

第７２条  受注者は、成果物が著作権法（昭和４５年法律第４８号）第２条第１項第１号

に規定する著作物（以下「著作物」という。）に該当する場合には、当該著作物に係る

受注者の著作権（著作権法第２１条から第２８条までに規定する権利をいう。）を当該

著作物の引渡し時に発注者に無償で譲渡するものとする。 

２ 発注者は、成果物が著作物に該当するとしないとにかかわらず、当該成果物の内容を

受注者の承諾なく自由に公表することができる。 

３ 発注者は、成果物が著作物に該当する場合には、受注者が承諾したときに限り、既に

受注者が当該著作物に表示した氏名を変更することができる。 

４ 受注者は、成果物が著作物に該当する場合において、発注者が当該著作物の利用目的

の実現のためにその内容を改変しようとするときは、その改変に同意する。また、発注

者は、成果物が著作物に該当しない場合には、当該成果物の内容を受注者の承諾なく自

由に改変することができる。 

５ 受注者は、成果物（業務を行う上で得られた記録等を含む。）が著作物に該当すると

しないとにかかわらず、発注者が承諾した場合には、当該成果物を使用又は複製し、ま

た、第７５条第１項の規定にかかわらず当該成果物の内容を公表することができる。 

６ 発注者は、受注者が成果品の作成にあたって開発したプログラム（著作権法第１０条

第１項第９号に規定するプログラムの著作物をいう。）及びデータベース（著作権法第

１２条の２に規定するデータベースの著作物をいう。）について、受注者が承諾した場

合には、別に定めるところにより、当該プログラム及びデータベースを利用することが

できる。 
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第８章 雑則 

 

（遅延利息） 

第７３条  受注者が、発注者に対する本運営業務委託契約に基づく賠償金、損害金又は違

約金その他の債務を、発注者の指定する期間内に支払わないときは、遅延損害金を支払

う。 

２ 前項の遅延損害金は、発注者の指定する期間を経過した日から支払の日までの期間に

ついて、その日数に応じ、財務大臣の決定する率で計算した額とする。 

 

（相殺） 

第７４条  発注者は、受注者に対して有する金銭債権があるときは、受注者が発注者に対

して有する保証金返還請求権、運営業務委託費請求権その他の債権と相殺することがで

きる。 

２ 前項の場合において、相殺して、なお不足があるときは、受注者は、発注者の指定す

る期間内に当該不足額を支払わなければならない。 

３ 第１項の場合において、発注者は、相殺の充当の順序を指定することができる。 

 

（秘密保持義務） 

第７５条  発注者及び受注者は、本運営業務委託契約に関連して受領した情報（以下「秘

密情報」という。）を秘密として保持するとともに、責任をもって管理し、本運営業務

委託契約の履行又は本事業の遂行以外の目的で使用してはならず、本運営業務委託契約

に別段の定めがある場合を除いては、相手方の事前の書面による承諾なしに第三者に開

示してはならない。 

２ 次の各号に掲げる情報は、前項の秘密情報に含まれないものとする。 

（１） 開示の時に公知である情報 

（２） 開示される前に自ら正当に保持していたことを証明できる情報 

（３） 開示の後に発注者又は受注者のいずれの責めに帰すことのできない事由により公知

となった情報 

（４） 開示を受けた当事者が、第三者から秘密保持義務を負うことなく入手した情報 

（５） 発注者及び受注者が本運営業務委託契約に基づく秘密保持義務の対象としないこと

を書面により承諾した情報 

３ 第１項の規定にかかわらず、発注者及び受注者は、次の各号に掲げる場合には相手方

の承諾を要することなく、相手方に対する事前の通知を行うことにより、秘密情報を開

示することができる。ただし、相手方に対する事前の通知を行うことが、権限ある機関

等による犯罪捜査等へ支障を来す場合は、事前の通知を行うことを要しない。 

（１） 弁護士、公認会計士、税理士、国家公務員等の法令上の守秘義務を負担する者に開

示する場合 

（２） 法令に従い開示が要求される場合 

（３） 権限ある官公署の命令に従う場合 
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（４） 発注者と受注者につき守秘義務契約を締結した発注者のアドバイザリー業務受託者

又は受注者の下請企業に開示する場合（ただし、発注者又は受注者と、守秘義務契約

を締結した者に開示する場合に限る。） 

（５） 発注者が本施設の運転及び運転管理に関する業務を受注者以外の第三者に委託する

場合において当該第三者に開示するとき又はかかる第三者を選定する手続において特

定若しくは不特定の者に開示する場合 

４ 発注者は、前三項の規定にかかわらず、本事業に関して知り得た行政情報に含まれる

べき情報に関し、法令その他発注者の定める諸規定に従って情報公開その他の必要な措

置を講じることができる。 

 

（個人情報に関する事項） 

第７６条  受注者は、本運営業務委託契約の履行に際して収集又は取得した個人情報につ

いては、次に掲げるところにより取り扱わなければならない。ただし、当該個人情報に

ついて、受注者が本運営業務委託契約以外で収集又は取得した個人情報と重複している

場合は、この限りでない。 

（１） 個人情報を運営・維持管理業務の目的以外に使用し、又は第三者へ提供しないこと。 

（２） あらかじめ発注者の書面による承諾を得た場合を除き、個人情報を複写し、又は複

製を作成しないこと。 

（３） 発注者が指定する場所以外に個人情報を持ち出さないこと。ただし、運営・維持管

理業務の実施に必要な場合は、発注者の許可を得て個人情報を持ち出すことができる。 

（４） 個人情報の漏えい等の事故が発生したときは、直ちにその旨を発注者に報告するこ

と。 

（５） 本運営業務委託契約が終了したとき又は発注者が請求したときは､個人情報を発注

者に引き渡すとともに、個人情報が記録されていた媒体等について、発注者の指定す

る方法で廃棄等の処理を行うこと。ただし、受注者が当該個人情報を正当に保有でき

ることについて法令等に定めがある場合は、この限りでない。 

（６） 運営・維持管理業務が完了した場合において関係資料の複写物又は複製物があると

きは､当該複写物又は複製物を直ちに発注者に引き渡すこと。ただし、引き渡すこと

が適当でないと認められる場合は、複写又は複製に係る情報を消去すること。 

（７） 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）を遵守するとともに、こ

の条例の内容を運営・維持管理業務の従事者に周知させ、個人情報の保護が徹底され

るように指導すること。 

 

（権利の譲渡等） 

第７７条  受注者は、本運営業務委託契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、

承継させ、又は担保の目的に供することができない。ただし、発注者の承諾を得た場合

は、この限りでない。 

２ 受注者は、成果物（未完成の成果物及び業務を行う上で得られた記録等を含む。）を

第三者に譲渡し、若しくは貸与し、又は質権その他の担保の目的に供してはならない。

ただし、書面により発注者の承諾を得たときは、この限りでない。 
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（紛争の解決） 

第７８条  本運営業務委託契約の各条項において発注者と受注者とが協議して定めるもの

につき協議が調わなかったときに発注者が定めたものに受注者が不服がある場合その他

契約に関して発注者と受注者との間に紛争を生じた場合には、発注者及び受注者は、協

議の上、調停人 1 人を選任し、当該調停人のあっせん又は調停によりその解決を図る。

この場合において、紛争の処理に要する費用については、発注者と受注者とが協議して

特別の定めをしたものを除き、調停人の選任に係るものは発注者と受注者とで折半し、

その他のものは発注者と受注者とがそれぞれ負担する。なお、受注者は、協議中である

こと、協議が調わないこと、又は発注者が定めたものに不服があることのみを理由とし

て、本運営業務委託契約の履行を拒んではならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、現場総括責任者等の実施に関する紛争、若しくは受注者の

使用人又は受注者から業務を委託され、又は請け負った者の業務の実施に関する紛争及

び監督員の職務の執行に関する紛争については、第１１条第３項の規定により受注者が

決定を行った後若しくは同条第５項の規定により発注者が決定を行った後若しくは受注

者が決定を行わずに同条第３項若しくは発注者が決定を行わずに同条第５項の期間が経

過した後でなければ、発注者及び受注者は、第１項のあっせん又は調停の手続を請求す

ることができない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、発注者又は受注者は、必要があると認めるときは、同項

に規定する手続前又は手続中であっても同項の発注者と受注者との間の紛争について民

事訴訟法（平成８年法律第１０９号）に基づく訴えの提起又は民事調停法（昭和２６年

法律第２２２号）に基づく調停の申立てを行うことができる。 

 

（本運営業務委託契約に定めのない事項） 

第７９条  本運営業務委託契約に定めのない事項については、発注者及び受注者が別途協

議して定めることとする。 

［以下余白］ 
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別紙１（用語の定義） 

 

用語の定義 

 

 

 本運営業務委託契約において使用する用語の定義は、次に掲げるとおりとする。 

 

 

１．「本施設」とは、本事業において設計・建設され、運営される施設及び設備のうち、

ごみ処理を用途とする施設をいい、工場棟、管理棟、計量棟、ストックヤード、小動

物焼却施設のほか、構内道路、門扉、囲障、駐車場、植栽等で構成される施設一式を

いう。 

２．「プラント」とは、本施設のうち、ごみ処理に必要な全ての設備（機械設備、電気設

備及び計装設備を含む。）を総称して、又は個別にいう。 

３．「建築物等」とは、本施設のうち、プラントを除く設備及び建築物を総称して、又は

個別にいう。 

４．「構成員」とは、運営事業者への出資を行う〇〇（代表企業）、〇〇及び○○を総称

して、又は個別にいう。 

５．「協力企業」とは、運営事業者への出資を行わない者で、本事業の実施に際して、設

計・建設業務及び運営・維持管理業務のうちの一部を請負又は受託することを予定し

ている〇〇、〇〇及び○○を総称して、又は個別にいう。 

６．「代表企業」とは、本事業の優先交渉権者として選定された〇〇グループの代表を務

める〇〇をいう。 

７．「設計・建設業務」とは、本事業のうち、要求水準書に建設事業者の業務として規定

される、本施設の設計・建設に係る業務をいう。 

８．「運営・維持管理業務」とは、本事業のうち、要求水準書に運営事業者の業務として

規定される、本施設の運営・維持管理に係る業務をいう。 

９．「建設事業者」とは、本事業の設計・建設業務を遂行するために、構成員及び協力企

業のうち本施設の設計・建設業務を担当する〇〇（代表企業・プラント設備の設計・

建設）、〇〇（建築物等の設計）及び○○（建設物等の建設）で組成する、特定建設

工事共同企業体をいう。 

１０． 「事業契約」とは、本事業に係る基本契約、建設工事請負契約及び運営業務委託契

約を総称して又は個別にいう。 

１１． 「基本協定」とは、本事業開始のための準備行為等の基本的事項等について、発注

者と構成員及び協力企業との間で締結された令和○年○月○日付け福島市あぶくま

クリーンセンター焼却工場再整備事業 基本協定書に基づく契約をいう。 

１２． 「基本契約」とは、優先交渉権者に本事業を一括で発注するために、発注者と構成

員、協力企業及び受注者とが締結する福島市あぶくまクリーンセンター焼却工場再

整備事業 基本契約書に基づく契約をいう。 
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１３． 「建設工事請負契約」とは、設計・建設業務の実施のために、基本契約に基づき、

発注者と建設事業者とが締結する、福島市あぶくまクリーンセンター焼却工場再整

備事業 建設工事請負契約書に基づく契約をいう。 

１４． 「運営業務委託契約」とは、運営・維持管理業務の実施のために、基本契約に基づ

き、発注者と運営事業者とが締結する、福島市あぶくまクリーンセンター焼却工場

再整備事業 運営業務委託契約書に基づく契約をいう。 

１５． 「事業期間」とは、事業契約が本契約として成立した日から、事業契約の全てが終

了する日までをいう。 

１６． 「募集要項」とは、本事業に関して、発注者が令和４年１０月３１日に公表した福

島市あぶくまクリーンセンター焼却工場再整備事業 募集要項（その後の変更を含

む。）をいう。 

１７． 「要求水準書 設計・建設業務編」とは、本事業に関して、募集要項と一体の資料

として発注者が令和４年１０月３１日に公表した、福島市あぶくまクリーンセンタ

ー焼却工場再整備事業 要求水準書 設計・建設業務編及びその添付資料（いずれも

その後の変更を含む。）をいう。 

１８． 「要求水準書 運営・維持管理業務編」とは、本事業に関して、募集要項と一体の

資料として発注者が令和４年１０月３１日に公表した、福島市あぶくまクリーンセ

ンター焼却工場再整備事業 要求水準書 運営・維持管理業務編及びその添付資料

（いずれもその後の変更を含む。）をいう。 

１９． 「要求水準書」とは、要求水準書 設計・建設業務編及び要求水準書 運営・維持管

理業務編の総称をいう。 

２０． 「募集要項等」とは、募集要項及び募集要項と一体の資料として発注者が公表した

その他の添付資料（ただし、基本協定書（案）、基本契約書（案）、建設工事請負契

約書（案）及び運営業務委託契約書（案）を除く。）並びにこれらに係る質問回答

書をいう。 

２１． 「事業提案書」とは、本事業の優先交渉権者として選定された〇〇グループが本事

業の公募型プロポーザルの応募手続において提出した提案書一式（発注者の質問に

対する回答その他〇〇グループが事業契約締結までに提出した一切の書類）をいう。 

２２． 「成果物」とは、本運営業務委託契約の履行に関し本運営業務委託契約の規定によ

り又はその他発注者の要求・要請に基づき受注者が作成して発注者に提出した書類、

図面、写真、映像等の総称をいう。 

２３． 「設計図書」とは、発注者が受注者に貸与する本施設の完成図書をいう。 

２４． 「不可抗力」とは、暴風、豪雨、洪水、高潮、地滑り、落盤、落雷、地震、火災そ

の他の自然災害、又は騒擾、騒乱、暴動その他の人為的な現象（要求水準書等にお

いて基準が定められている場合にあっては、当該基準を超えるものに限る。）のう

ち、通常予見可能な範囲外のものであって、発注者及び受注者のいずれの責めにも

帰すことができないものをいう。 

２５． 「法令変更」とは、法律、政令、規則又は条例その他これに類するものの変更をい

い、国又は地方公共団体の権限ある官庁による通達、ガイドライン又は公的な解釈

等の変更及び税制変更を含む。 
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２６． 「要求性能」とは、要求水準書及び事業提案書が定める、本施設が備えているべき

性能及び機能をいう。 
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別紙２（モニタリング及び運営業務委託費の減額等） 

 

モニタリング及び運営業務委託費の減額等 

 

 

１．モニタリング及び運営業務委託費の減額の基本的な考え方 

 

（１）モニタリングの基本的考え方 

発注者は、本事業の運営・維持管理業務について、要求水準書及び事業提案書並

びに運転管理マニュアル（以下、本別紙において「要求水準書等」という。）に基

づいて、適正かつ確実な運営・維持管理業務の履行水準の確保がなされているかど

うかを監視、測定、評価する。モニタリングにより要求水準書等に規定する業務水

準が達成されていない、または達成されないおそれがあると判断した場合には、運

転停止、是正勧告、運営業務委託費の減額等の措置を行うものとする。なお、これ

らの措置を講じることは、本運営業務委託契約に基づく発注者の契約解除権の行使

を妨げるものではないことに留意すること。 

 

（２）モニタリング方針 

本事業におけるモニタリングの方法は受注者が行うセルフモニタリングに基づく

運営・維持管理業務についての各種報告書による確認を基礎とし、これを補完する

目的で発注者が随時のモニタリングを行うこととする。 

 

（３）運営業務委託費の減額に関する基本的考え方 

運営業務委託費の減額は以下の方針に基づいて行うものとする。 

１）受注者の行う業務において要求水準書等の未達成及び事業契約等の不履行があ

った場合に減額する。 

２）減額は、適切な業務改善を受注者に促すための経済的動機付けが可能な範囲に

留意して行うものとし、減額により運営・維持管理業務そのものが損なわれる

こと等がないように実施する。 

３）減額金額は運営業務委託契約に基づき受注者が発注者に対して負担する違約金、

損害賠償に充当されない。 

４）軽微な不履行については直ちに減額するのではなく、受注者が自ら改善措置を

とり一定の改善期間の中で速やかに解決することで、減額されない仕組みを基

本とする。 

 

（４）モニタリングの方法 

１）受注者によるモニタリング 

受注者は、要求水準書及び事業提案書のうち運営・維持管理業務に係る内容を

網羅的に整理した運営モニタリングチェックシートを作成し、発注者が指定する
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期限までに、発注者に提出して発注者の承諾を得なければならない。 

受注者は、運営モニタリングチェックシートに基づいて、自己の責任及び費用

でセルフモニタリングを行い、下請企業を含んだ運営・維持管理業務の履行体制

及び履行状況等を確認し、運営・維持管理業務の履行状況について定期的又は随

時に確認等を行い、事業契約に定める運営・維持管理業務についての各種報告書

及び監査済財務書類をそれぞれ期日までに作成して発注者に提出するものとする。 

 

２）発注者によるモニタリング 

発注者は、自己の責任及び費用で、受注者が実施する運営・維持管理業務につ

いて以下のモニタリングを行い、業務の履行状況を確認する。 

(ｱ) 業務実施状況の定期モニタリング 

受注者が毎月 10日までに提出する月間業務完了報告書の内容が要求水準書等を

満たしているか確認し、受領後 10日以内に当該月間業務完了報告書の対象となる

月の業務状況につき受注者に通知する。受注者は発注者が行うモニタリングにつ

き、発注者の要請に応じて合理的な協力を行う。なお、月間業務完了報告書の具

体的内容（モニタリングの項目、方法及び提出時期）は、受注者の提案に基づき

契約後に発注者と受注者が協議のうえ決定する。 

(ｲ) 業務実施状況の随時モニタリング 

発注者が、必要と認める場合、月間業務完了報告書による確認とは別に随時モ

ニタリングを実施する。随時モニタリングにおいては、受注者は当該説明及び立

会い等について最大限の協力をするものとする。 

(ｳ) 財務状況モニタリング 

受注者は、毎事業年度、財務書類（会社法第 435 条第 2 項に規定する計算書類）

を作成し、会計監査人及び監査役による監査を受けた上で、株主総会に報告され

た事業報告並びにこれらの附属明細書の写しとともに毎事業年度経過後 3 ヶ月以

内に提出する。なお、発注者は当該監査済財務書類の概要を公開することができ

るものとする。 

また、受注者は、本運営事業の実施に重大な影響がある事象が確認された場合

には、発注者及び発注者が選定する専門家等に対し、当該事象についての報告及

び資料の提出等の要請に応じなければならない。 

 

(ｴ) 運営管理状況のモニタリング 

受注者は、発注者が必要と判断した場合に、第三者機関による運営管理状況の

モニタリングを受けなければならないこと。なお、運営管理状況のモニタリング

の実施内容及び実施頻度は発注者が決定するものとし、その費用は、受注者に発

生する費用を除き、発注者の負担とする。 

 

(ｵ) 周辺環境モニタリング 

発注者は、自らの費用において、本施設の運営による周辺環境への影響を把握
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するため、周辺環境モニタリングを実施する。また、受注者は、これに最大限の

協力をするものとする。 

 

２．業務改善についての措置 

 

（１）是正勧告（1回目） 

発注者は、「１．（４）モニタリングの方法」に定めるモニタリングの結果から、

受注者による業務が要求水準等を満たしていないと判断した場合には、その内容に

応じて以下の初期対応を行う。 

１）是正勧告 

確認された不具合が、繰り返し発生している、または初発でも重大であると認

めた場合、発注者は事業者に適切な是正措置をとることを通告（是正勧告）する。

受注者は、発注者から是正勧告を受けた場合、速やかに改善対策と改善期限につ

いて発注者と協議を行うとともに、改善対策、改善期限、再発防止策等を記載し

た業務改善計画書を発注者に提出し、発注者の承諾を得ること。 

２）やむを得ない事由による場合の措置 

やむを得ない事由により要求水準等の内容を満たすことができない場合、受注

者は発注者に対して速やかに、かつ詳細にこれを報告し、その改善策について発

注者と協議する。受注者の通知した事由に合理性があると発注者が判断した場合、

発注者は対象となる業務の中止または停止等の変更を認め、再度の勧告の対象と

しない。 

 

（２）改善の確認 

発注者は、受注者からの改善完了の通知又は改善期限の到来を受け、随時のモニ

タリングを行い、業務改善計画書に沿った改善の実施状況を確認する。 

 

（３）是正勧告（２回目） 

上記（2）におけるモニタリングの結果、業務改善計画書に沿った期間及び内容

での改善が認められないと発注者が判断した場合、発注者は受注者に２回目の是正

勧告を行うとともに、再度、業務改善計画書の提出請求、協議、承諾及び随時のモ

ニタリングによる改善確認の措置を行う。 

 

（４）契約の解除 

上記（3）におけるモニタリングの結果、業務改善計画書に沿った期間及び内容

での改善が認められないと発注者が判断した場合、発注者は運営業務委託契約を解

除することができる。 

 

３．運営・維持管理業務委託料の減額の措置 

 

運営・維持管理業務実施の状況により、以下に示す減額措置を行う。 
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（１）減額の対象 

減額の対象は、運営固定費とする。 

 

（２）減額の決定 

モニタリングの結果、発注者が２回目の是正勧告を行った場合、当該事象に対し

て２回目の勧告を行った日を起算日（同日を含む。）として、当該是正勧告の対象

となる事象が解消される日まで、月の日割り計算で受注者に支払う運営委託料を減

額する。 

 

（３）減額の程度 

運営業務に係る対価の減額の程度は、1 件の是正勧告に対して減額対象の 10％と

する。なお、複数の是正勧告による減額の限度は、50％とする。 

 

是正勧告数 減額措置の内容 

1 件 10％の減額 

2 件 20％の減額 

3 件 30％の減額 

4 件 40％の減額 

5 件以上 50％の減額 
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（４）減額の算定方法 

減額 ＝ 1日当たりの運営固定費（円／日） × 当該月において是正にかかった日

数（日）× 減額率（％） 

 

ただし、「1 日当たりの運営固定費（円／日）」とは、当該年度の運営固定費を

当該年度の日数で除した額とする。 

 

改善が認められない場合 改善が認められた場合

減額措置なし

是正勧告（2回目）←減額の発生：１件10％、最大50％

 ○モニタリングの実施
 ○事業者の各種報告書による報告

要求水準書等に示された要求水準を

満足していない場合 満足している場合

減額措置なし

是正勧告（1回目）

改善が認められない場合 改善が認められた場合

減額措置後運営継続

契約の解除
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別紙３（運営業務委託費） 

 

運営業務委託費 

 

１．運営業務委託費の構成 

運営・維持管理業務について、発注者が受注者に支払う対価は次のとおりである。 

 

表 1 運営業務委託費の構成 

運営業務委託費 対象となる費用等 

『運営固定費』 

※実処理量の多寡に関係なく支払う対価 

※支払いは各年度の四半期に 1 回とす

る。 

 

・左記業務を行う上で必要となるすべて

の費用から、運営変動費を控除した金

額とする。 

・運転経費は、光熱水費の基本料金等と

する。 

・保全費は、法定点検費、定期点検費、

補修費、更新費とする。 

・人件費は、左記に掲げる業務に係る全

人件費とする。 

・その他経費には、保険料、分析費、事

務費、公租公課、SPC 運営費用（人件

費、監査費用等）を含む。 

・SPCの利益を含む。 

・運営開始前に必要となる諸費用を含む

（例えば、登録免許税等 SPC 設立費用

等）。 

 

『運営変動費』 

※実処理量に応じて支払う対価 

※支払いは各年度の四半期に 1 回とし、

算出式は以下のとおりである。 

四半期毎の支払金額 

＝各支払期の実処理量×変動費単価 

※ただし第１～３四半期は計画処理量

（当該年度の計画処理量÷4）に基

づき仮払いし、年度末（第４四半

期）に精算する。 
 

・実処理量の増減に応じて比例的に増減

する費用とする（例えば、光熱水費の

一部、燃料費、薬剤費、消耗品費等）。 

・年間変動費を計画ごみ処理量で除すこ

とにより、変動費単価を提案するこ

と。 

・SPCの利益は含まない。 
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２．運営業務委託費の支払い方法 

本施設の運営業務委託費は、令和１０（2028）年４月１日から令和３０（2048）

年３月 31 日までの 20 年間にわたり、運営・維持管理業務の履行状況のモニタリン

グ結果を踏まえ、各年度の四半期に１回受注者に対して支払うものとする。受注者

は月間業務完了報告書を翌月の 10日までに提出し、発注者は提出を受けた日から 10

日以内にこの報告書の承諾について文書等により通知する。受注者は、各四半期末

の翌月において発注者から当該通知を受けた後速やかに請求書を発注者へ提出する。

発注者は、請求書を受理した日から 30日以内に運営業務委託費を支払うものとする。 

運営固定費は、毎四半期均等とする。運営変動費については、計画処理量に基づ

き第 1～3四半期に仮払いし、モニタリング結果を踏まえ、年度末（第４四半期）に

精算する。 

 

３．運営業務委託費の改定 

 

（１）改定の基本的な考え方 

ごみ量変動及び物価変動の影響については以下の方法により運営業務委託費に反

映させるものとする。 

また、実績ごみ質が計画ごみ質を逸脱し、受注者の提案した変動費単価が実態に

整合しないと発注者または受注者が認めた場合には、協議を行うものとする。 

 

１）ごみ量変動 

実処理量と受注者が提案した変動費単価の積により求めることでごみ量変動を

反映させるものとする。 

２）物価変動 

運営固定費及び運営変動費の構成内容ごとについて、それぞれ改定に用いる指

標を設定し、改定率を乗じることで反映させるものとする。 

 

表 2 運営業務委託費の改定 

運営業務委託費 
改定の有無 

ごみ量変動 物価変動 

運営固定費 改定しない 改定する 

運営変動費 改定する 改定する 

 

（２）ごみ量変動に基づく改定 

運営変動費について、次式によりごみ量変動に基づく改定を行う。 

 

運営変動費（円）＝実処理量（t）×変動費単価（円/t） 

 

なお、提案価格の算定にあたっては、運営変動費については、計画ごみ処理量を

表 1に示す式に代入して得られる金額を用いるものとする。 
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（３）物価変動に基づく改定方法 

物価変動に基づき、運営固定費及び運営変動費について、改定を行う。なお、改

定の周期は１年に１回とし、各年度の改定は下記のとおり行う。 

 

１）提案時点の令和５（2021）年度平均値を基準とし、表３に示す指標ごとに当該

支払い年度の前年度平均値を用いて表４に示す算定式により運営固定費及び運

営変動費を求めるものとする。 

２）運営固定費については、１）に示す算定の合計が前回改定時の運営固定費と比

較して±1.5％を超過する増減があった場合において改定を行うものとする。 

３）運営変動費については、１）に示す算定が前回改定時の運営変動費と比較して

±1.5％を超過する増減があった場合において改定を行うものとする。 

４）毎年８月末時点で公表される最新の当該指標（直近 12か月平均値）に基づき、

９月末までに見直しを行い、翌年度の運営業務委託費を確定する。 

５）受注者は変動の有無にかかわらず、発注者へ書面により毎年当該指標に係る報

告を行うこと。 

６）改定された委託料は、翌年の第一期支払いから反映させる。 

７）初回の改定は、令和９年８月末時点で公表される最新の指標（直近 12か月平均

値）に基づき、令和９年９月末までに見直しを行い、令和１０年度の運営業務

委託費を確定する。（比較対象は本契約の時点で公表されている指標（直近 12

か月平均値）とする。）なお、初回改定時の基準額は本運営業務委託契約に定

めた額となる。 

８）改定率に小数点以下第４位未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるもの

とする。 

９）受注者の提案内容、市場の変動等により、改定に用いる指標が実態に整合しな

い場合には、発注者と受注者で協議を行うものとする。 

 

※本事業の応募者が表３に示す指標以外の指標を用いることが適当と考える場合、

提案書に当該指標と合理的根拠を記載することにより、優先交渉権者決定後の

協議において発注者とその妥当性について協議を行うことができる。  
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表 3 物価変動に基づく改定に用いる指標 

構成 
構成内容 

／改定の対象 
使用する指標 

運営固定費 

運転経費 

「消費税を除く国内企業物価指数／電力（もしくは

産業用特別高圧電力」（日本銀行調査統計局） 

「消費税を除く国内企業物価指数／水道（もしくは

上水道）」（日本銀行調査統計局） 

「消費税を除く国内企業物価指数／灯油（もしくは

燃料油）」（日本銀行調査統計局） 

「消費税を除く国内企業物価指数／化学製品」（日本

銀行調査統計局） 

維持管理費 
「消費税を除く国内企業物価指数／はん用機器」（日

本銀行調査統計局） 

人件費 
毎月勤労統計調査「賃金指数（現金給与総額）／調

査産業計」（厚生労働省） 

その他経費 
「企業向けサービス価格指数／総平均」（日本銀行調

査統計局） 

運営変動費 変動費単価 
「消費者物価指数／財・サービス分類指数（全国）

／サービス」（総務省統計局） 

 

 

 

表 4 運営業務委託費の改定の算定式一覧 

 

項 目 記号 備  考 

選定時の運営業務委託費 tF  選定時に提示される令和［ t ］年度の運営業務委託費。 

改定後の運営業務委託費 
tF  物価変動等に基づく改定後の令和［ t ］年度の運営業務委託費。 

物価指数 tI  表に示す指標の令和［ t ］年度の平均値。 

■算定式： 𝐹𝑡
′ = 𝐹𝑡 ×

𝐼𝑡−1

𝐼4
 （改定率：

𝐼𝑡−1

𝐼4
） 
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別紙４（保険） 

 

保  険 

 

受注者は、以下の内容の保険に加入するものとする。 

 

１．本施設の運営・維持管理業務にかかる第三者損害賠償保険 

保険の対象：本施設の使用若しくは管理又は本設内での事業遂行に伴う法律上の損害、

賠償責任を負担することによって被る損害 

保険契約者：受注者 

被 保 険 者：発注者、受注者 

補償限度額：対人 １名当たり最大１億円以上、１事故当たり最大 10億円以上 

対物 １事故当たり最大１億円以上 

保 険 期 間：運営・維持管理業務期間とする。 

免 責 金 額：なし 

 

２．［その他事業提案書による］ 

 

 


